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第１章 総則

（目的）

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２８条

第１項の規定に基づき、独立行政法人林木育種センター（以下「センター」という。）

の行う業務の方法についての基本的事項を定め、その業務の適正な運営に資することを

目的とする。

（業務運営の基本方針）

第２条 センターは、林木の育種事業及びこれにより生産された種苗の配布等を行うことに

より、林木について優良な種苗の確保を図ることの公共的重要性にかんがみ、関係機関と

緊密な連携を図り、もってその業務の効率的かつ効果的な運営を期するものとする。

第２章 林木の育種事業及びこれにより生産された種苗の配布並びにこれらに関する

調査及び研究、講習並びに指導

第１節 林木の育種事業及びこれにより生産された種苗の配布

（育種事業）

第３条 センターは、林木の育種事業を行うものとする。

（種苗の配布）

は、林木の育種事業により生産された種苗について、都道府県等から申第４条 センター

請を受けた種苗を配布するものとする。

２ 前項の規定により種苗を配布しようとするときは、次に掲げる事項について、センタ

ーが別に定めるものとする。

（１）配布の申請に関する事項

（２）配布の代金及びその納入に関する事項



（３）その他必要な事項

（試験研究用林木遺伝資源の配布）

は、依頼に応じて、林木の育種事業を行うために収集・増殖し、保管し第５条 センター

ている林木遺伝資源（以下「試験研究用林木遺伝資源」という。）を配布することがで

きる。

２ 前項の規定により試験研究用林木遺伝資源を配布しようとするときは、次に掲げる事

項について、センターが別に定めるものとする。

（１）配布の申請に関する事項

（２）配布の代金及びその納入に関する事項

（３）試験研究結果の報告に関する事項

（４）その他必要な事項

第２節 育種事業等に関する調査及び研究

（調査及び研究）

第６条 センターは、育種事業及びこれにより生産された種苗の配布に関する調査及び研究

（以下「調査研究」という。）を行うものとする。

２ センターは、独立行政法人林木育種センター法（平成１１年法律第１８９号。以下「セ

ンター法」という。）第３条の目的を達成するため、依頼を受けて調査研究を行うことが

できる。

３ センターは、センター法第３条の目的を達成するため、センター以外の者と調査研究を

分担し、技術知識を交換し、及び費用を分担することによって共同して調査研究を行うこ

とができる。

（受託研究）

第７条 前条第２項の依頼を受けて行う調査研究（以下この節において「受託研究」とい

う。）の依頼者は、研究委託申込書をセンターに提出し、受託研究の依頼を行うものとす

る。

（受託研究の受託の適否）

第８条 研究委託申込書の提出があったときは、センターは遅滞なく自ら行う業務を勘案し

て、当該依頼に応ずるか否かを決定し、依頼者にその旨を通知するものとする。

（受託研究の受託契約）

第９条 センターは、受託研究を実施するときには、依頼者と研究受託契約を締結するもの

とする。

（研究受託契約書）

第１０条 センターは、前条の研究受託契約を締結しようとするときは、研究受託契約書

において次の事項を定めるものとする。

（１）受託研究の内容に関する事項

（２）受託研究の期間及びその解除に関する事項

（３）受託研究の結果の通知に関する事項



（４）受託料の額並びに支払いの時期及び方法に関する事項

（５）受託に係る調査研究の実施の結果得られた成果が特許権等の対象となったときの権

利の帰属及びその実施の方法に関する事項

（６）その他必要な事項

（受託料）

第１１条 受託料の額は、当該調査研究の受託の実施及びこれに付属する業務に要する経費

の額とし、その算定は別に定めるところによるものとする。

２ 受託料の支払いは、原則として、調査研究の開始の前とし、研究受託契約の締結後、セ

ンターからの請求により遅滞なく、調査研究の受託契約に定める経費の概算額を納付する

ものとする。

（精算）

第１２条 センターは、受託研究を終了し、又は中止したときには、遅滞なく、前条の規定

により納付を受けた経費の額の精算をするものとする。

（受託研究の中止等）

第１３条 センターは、天災地変その他やむを得ない事由により受託研究の遂行が困難とな

ったときは、受託を中止、廃止又は一部変更することができる。この場合、センターは、

遅滞なく依頼者にその旨を通知するものとする。

（受託結果等の通知等）

第１４条 センターは、受託研究が終了（中止又は廃止を含む。）したときは、遅滞なく、

その結果を依頼者に通知するものとする。

（受託研究に係る特許の帰属等）

第１５条 センターの職員が、受託研究の業務について発明をしたときは、その発明に関わ

る特許を受ける権利又は特許権（以下この章において「特許権等」という。）は、それぞ

れ職務に関わるものとしてセンターに帰属するものとする。ただし、依頼者に特許権等を

帰属させ、又は依頼者と共有することにより、その活用を促進することができると認める

場合には、センターは当該特許権等を依頼者に帰属させ、又は依頼者と共有することがで

きる。

（優先的利用の許諾）

第１６条 センターに帰属し、又はセンターが依頼者と共有した特許権等を、依頼者又は依

頼者の指定する者（以下「依頼者等」という。）が優先的に利用しようとするときは、依

頼者等は、センターとの協議の上締結する優先的利用の許諾に関する契約に基づき、セン

ターの許諾を受けなければならない。

２ 優先的利用の許諾の期間は、優先的利用の許諾に関する契約の締結の日から５年を超え

ないものとする。ただし、特許権等の利用に当たって法令の規定等により官公署の許可を

必要とする場合又は当該特許権等の利用による商品化等に長期間の日数を要する場合であ

って、センターが許諾期間の延長が必要であると認めたときは、当該許可に要する期間に

相当する期間又は当該商品化等に要する期間について２年間を限度として延長することが



できる。

３ センターは、次に掲げる場合には、依頼者等に対し、当該許諾期間を短縮し、又は当該

許諾を取り消すことができるものとする。

（１）依頼者等が正当な理由なく１年以上当該特許権等を利用しないとき。

（２）利用に係る当初の目的から明らかに逸脱したとき。

（３）林木について優良な種苗の確保を図る観点から当該許諾期間の短縮又は取消しが必

要となったとき。

（実施料）

第１７条 センターは、センターに帰属し、又は依頼者と共有する特許権等について、実施

を許諾したときは、前条第１項の契約で定める実施料を徴収する。

（準用）

第１８条 前３条の規定は、受託研究に係る実用新案登録を受ける権利及び実用新案権、意

匠登録を受ける権利及び意匠権並びに品種登録を受ける地位及び育成者権について準用す

る。この場合において、第１６条第２項ただし書中「２年間」とあるのは、「２年間（育

成者権にあっては、特に必要と認められる場合には５年間）」と読み替えるものとする。

（共同研究契約の締結）

第１９条 センターは、第６条第３項の共同して行う調査研究（以下この章において「共同

研究」という。）を実施しようとするときには、当該共同研究を行おうとする者（以下こ

の節において「共同研究者」という。）と共同研究に関する契約（以下この節において

「共同研究契約」という。）を締結するものとする。

（共同研究契約書）

第２０条 センターは、前条の共同研究契約を締結しようとするときは、共同研究契約書に

おいて次の事項を定めるものとする。

（１）共同研究の内容に関する事項

（２）共同研究を行う場所に関する事項

（３）共同研究の契約の期間及びその解除に関する事項

（４）共同研究の分担に関する事項

（５）共同研究の実施の結果得られた成果が特許権等の対象となったときの権利の帰属及

びその実施の方法に関する事項

（６）その他必要な事項

（共同研究の中止等）

第２１条 センターは、天災地変その他やむを得ない事由により共同研究の継続が困難とな

ったときは、共同研究を中止、廃止又は一部変更することができる。この場合、センター

は、遅滞なく共同研究者にその旨を通知するものとする。

（特許出願）

第２２条 センター又は共同研究者は、共同研究の結果、それぞれの機関に属する研究員が

独自に発明を行った場合において、特許出願を行おうとするときには、あらかじめ他方の



同意を得るものとする。

（特許の共同出願等）

第２３条 センター及び共同研究者は、共同研究の結果共同して発明を行った場合には、当

該発明に係るセンターの職員（以下「発明職員」という。）及び共同研究者と共同して特

許出願を行うものとする。ただし、共同研究契約書において共同研究者がその特許を受け

る権利をセンターに承継した場合はこの限りではない。

２ センターは、前項の共同出願を行おうとするときは、発明職員及び共同研究者との間で

当該共同出願に係る特許を受ける権利又はこれに基づく特許権に係るそれぞれの持ち分を

定めた共同出願契約を締結するものとする。

（優先的利用の許諾）

第２４条 センターが、共同研究者と共有し、又は共同研究者から承継した特許権等を、共

同研究者又は共同研究者の指定する者（以下「共同研究者等」という。）が優先的に利用

しようとするときは、共同研究者等は、センターとの協議の上締結する優先的利用の許諾

に関する契約書に基づき、センターの許諾を受けなければならない。

２ 優先的利用の許諾の期間は、優先的利用の許諾に関する契約の締結の日から５年を超え

ないものとする。ただし、特許権等の利用に当たって法令の規定等により官公署の許可を

必要とする場合又は当該特許権等の利用による商品化等に長期間の日数を要する場合であ

って、センターが許諾期間の延長が必要であると認めたときには、当該許可に要する期間

に相当する期間又は当該商品化等に要する期間について２年間を限度として延長すること

ができる。

３ センターは、次に掲げる場合には、共同研究者等に対し、当該許諾期間を短縮し、又は

当該許諾を取り消すことができるものとする。

（１）共同研究者等が正当な理由なく１年以上当該特許権等を利用しないとき。

（２）利用に係る当初の目的から明らかに逸脱したとき。

（３）林木について優良な種苗の確保を図る観点から当該許諾期間の短縮又は取消しが必

要となったとき。

（実施料）

第２５条 センターは、センターに承継された特許を受ける権利又はこれに基づき取得した

特許権、共同研究の成果に係る発明につきセンター及び共同研究者の共有に係る特許を受

ける権利又はこれに基づき取得した特許権について、実施を許諾したときは、前条第１項

の契約で定める実施料を徴収する。

（準用）

第２６条 第２２条から前条までの規定は、共同研究に係る実用新案登録を受ける権利及び

実用新案権、意匠登録を受ける権利及び意匠権並びに品種登録を受ける地位及び育成権者

について準用する。この場合において、第２３条第２項ただし書中「２年間」とあるの

は、「２年間（育成者権にあっては、特に必要と認められる場合には５年間）」と読み替

えるものとする。



第３節 講習及び指導

（講習及び指導）

第２７条 センターは、必要に応じて、都道府県等に対し、採種園又は採穂園の造成・改良

技術、種子の貯蔵技術等について講習及び指導を行うことができる。

（研修生の受入れ）

第２８条 センターは、依頼に応じて、林木の育種技術に係る研修生を受け入れることがで

きる。

２ センターは、前項の規定による研修生の受入れようとするときには、次に掲げる事項に

ついて、センターが別に定めるものとする。

（１）受入れを行う研修生に関する事項

（２）研修生の受入れの期間及びその中止に関する事項

（３）受入れに係る経費に関する事項

（４）その他必要な事項

第３章 業務委託の基準

（業務委託）

第２９条 センターは、その業務の効率的かつ効果的な運営に資すると認めるときは、第

３条及び第６条に規定する業務の一部を委託することができる。

２ センターは、センター以外の者に前項の業務の一部（以下「委託業務」という。）を行

わせることが必要であり、かつ、委託業務をしようとする者が当該委託業務を行うために

十分な技術的能力及び経理的基礎を有すると認めたときには、当該委託しようとする者に

委託業務実施要領を提示し、諾否をもとめるものとする。

３ センターは、当該委託業務を受託する者（以下「受託者」という。）から受託する旨の

回答があったときは、委託業務に関する契約（以下「委託業務契約」という。）を締結す

るものとする。

（委託業務契約書）

第３０条 委託業務契約に係る契約書には、次に掲げる事項を定めるものとする。

（１）委託に係る業務の内容に関する事項

（２）委託に係る業務の実施を行う場所及び方法に関する事項

（３）委託契約の期間及びその解除に関する事項

（４）委託に係る業務の結果の報告に関する事項

（５）委託費の額並びに支払いの時期及び方法に関する事項

（６）その他必要な事項

（委託費）

第３１条 委託費の額は、当該委託業務の実施に要する経費の額とする。

２ 委託費の支払いは、委託業務が終了し、その額が確定した後に行うものとする。ただ

し、受託者からの請求に応じ当該委託費の限度額を超えない範囲内の額を前払い又は部分

払いすることができるものとする。



（再委託）

第３２条 受託者は、当該委託業務について、センターがその一部について必要と認めてあ

らかじめ承諾した場合を除き、他の第三者に再委託してはならない。

（委託業務の中止等）

第３３条 受託者は、天災地変その他やむを得ない事由により委託業務の遂行が困難となっ

たときは、センターと協議の上、当該委託業務を中止、廃止又は一部変更することができ

る。

（財産の所有権の帰属）

第３４条 センターは、受託者が委託契約に基づいて製造し、取得し、又は効用を増加させ

た財産（センターが指定するものを除く。）の所有権をセンターに帰属させるものとす

る。

（特許権等の承継）

第３５条 センターは、委託業務の成果に関する次の各号に掲げる権利等（以下「特許権

等」という。）を受託者から承継するものとする。ただし、受託者に特許権等を帰属さ

せ、又は受託者と共有することにより、その活用を促進することができると認める場合に

は、センターは、当該特許権等を受託者に承継させ、又は受託者と共有することができ

る。

（１）特許を受ける権利又は当該権利に基づく特許権

（２）実用新案登録を受ける権利又は当該権利に基づく実用新案権

（３）意匠登録を受ける権利又は当該権利に基づく意匠権

（４）品種登録を受ける地位又は育成者権

（５）著作権

（優先的利用の許諾）

第３６条 センターが受託者から承継し、又は受託者と共有した特許権等を、受託者又は受

託者の指定する者（以下「受託者等」という。）が優先的に利用しようとするときは、受

託者等は、センターとの協議の上締結する優先的利用の許諾に関する契約に基づき、セン

ターの許諾を受けなければならない。

２ 優先的利用の許諾の期間は、優先的利用の許諾に関する契約の締結の日から５年を超え

ないものとする。ただし、特許権等の利用に当たって法令の規定等により官公署の許可を

必要とする場合又は当該特許権等の利用による商品化等に長期間の日数を要する場合であ

って、センターが許諾期間の延長が必要であると認めたときは、当該許可に要する期間に

相当する期間又は当該商品化等に要する期間について２年間（育成者権にあっては、特に

必要と認められる場合には５年間）を限度として延長することができる。

３ センターは、次に掲げる場合には、受託者等に対し、当該許諾期間を短縮し、又は当該

許諾を取り消すことができるものとする。

（１）受託者等が正当な理由なく１年以上当該特許権等を利用しないとき。

（２）利用に係る当初の目的から明らかに逸脱したとき。

（３）林木について優良な種苗の確保を図る観点から当該許諾期間の短縮又は取消しが必

要となったとき。



（実施料）

第３７条 センターは、受託者等に対し、センターに承継された特許権等の実施を許諾した

ときは、前条第１項の契約書で定める実施料を徴収する。

（実績報告）

第３８条 受託者は、委託業務が終了（中止又は廃止を含む。）したときは、委託業務の結

果を記載した委託業務実績報告書をセンターに提出しなければならない。

第４章 競争入札その他契約に関する基本的事項

（契約の方法）

第３９条 センターにおける売買、賃貸、請負その他の契約は、すべて一般競争契約の方法

によるものとし、当該契約の目的に従い、最高又は最低の価格による入札者と締結するも

のとする。ただし、次の各号に掲げる場合には、指名競争契約又は随意契約に付すること

ができるものとする。

（１）契約の性質又は目的から一般競争に付することが適当でないとき又は一般競争に付

し得ないとき。

（２）災害その他緊急を要するために一般競争に付し得ないとき。

（３）予定価格が少額であるとき。

（４）その他一般競争に付することが不利と認められるとき。

（政府調達に関する協定に係る物品等の契約手続）

第４０条 政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号）に係る物品等の調達手続につ

いては、同協定の規定に即してこれを行うものとする。

第５章 雑則

（委任）

第４１条 第２条から前条までに定めるもののほか、センターの業務の執行に関して必要

な事項は、センターが別に定める。

附 則

この業務方法書は、農林水産大臣の認可のあった日から施行する。


